　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

《本ニュースは会員以外の方には、当方が勝手に送信しています。ご迷惑・ご不用の方、また、ＦＡＸでの受信を希望される方はお手数ですがその旨ご連絡ください。発信システムを再構成中ですので。》
ご案内 ）））　ＮＰＯ連絡会冬期プログラム　　●申込は、「共通申込書」をご使用下さい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＮＰＯの会計セミナー　　シリーズ　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第3回：11月23日（休）「ＮＰＯの税務」　　　　　メイン講師：加藤歌子税理士。
第4回：12月10日（日）「年末調整／各種社会保険と労務問題の処理」
メイン講師：中山麻衣子＆小藤省吾社会保険労務士
第5回：2月中旬「決算書類、及び所轄庁への各種報告書の作成」（愛知県と共催予定）
■いずれも、10：00～16：30　　　■研修参加費：2500円（会員2000円）
■会場：椙山女学園大学文化情報学部128教室　 名古屋市千種区星が丘元町17-3

（交通）名古屋駅から地下鉄東山線で「星が丘」駅まで20分。そこから南へ徒歩で5分。
●講師：加藤歌子（税理士）／小藤省吾（社会保険労務士）／馬場英朗（公認会計士補）／佐藤繁（　〃　）／中山麻衣子（税理士事務所勤務）／青木孝弘（元税理士事務所勤務・ＮＰＯ連絡会世話人）／竹内俊就（地域福祉サポートちた事務局長）／加藤隆志（愛知県社会活動推進課：第5回予）
シンポジウム「ＮＰＯと行政」－まちづくりのパートナーとして。支援・自立・協働―　シリーズ　PART３　　
１2月1７日（日）　11：00～16：３0　　　　会場：金山南ビル11Ｆ･名古屋都市センター大研修室
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊名古屋市中区金山町1-1-1　℡　052-678-2200　金山総合駅南口に隣接。
■主催：愛知県＆(財)名古屋都市センター＆自治体学会東海ブロック会議＆ＮＰＯ連絡会
■参加費：１０００円。　　別途：昼食代・喫茶代（１０００円。昼食交流会を組み込みました）
●5／27、9／2に続いての第３回目。今後も継続的に開催していきます。（年2～3回程度）
●今回は、参加者による「交流とじっくりした討論」を主眼において企画運営します。
●自治体における「ＮＰＯ（市民団体）と行政の関係」について考えます。
　五つの分科会のテーマ　
①「基本的な視点と姿勢＆市民参加や協働のための手法」
②「人・必要な能力･感性」　　＊人材確保・育成／役割における使命の違いなどを議論。　
③「ものと場づくり」　　　　　　＊「支援センター（ＮＰＯセンター）」のあり方や運営方法を考えます。
④「金」　　　　　　　　　　　　　＊基金や補助金、委託事業など「金」のあり方。
⑤｢情報｣　　　　　　　　　　　　＊情報提供のシステムや内容、受発信の仕組みづくりを討論。
　討論のための事例　（発題お願い中のところを含みます）
●四日市市（旧小学校の校舎を市民活動センターに活用、市民運営を展望。市民基金も設立）／●可児市（ケーブルテレビとファクシミリを結合、市民(団体)がニュースの受発信に参加）／●犬山市（市民参加で市民活動支援条例作り、公民館や旧宅を活用した地区センター作りや基金設立など総合条例を準備）／●西尾市（旧保育園を市民活動センターに）／●豊橋市・●稲沢市（市民参加協働型で討論の場づくり）／●豊明市（旧消防署を活用してＮＰＯセンター運営）／●大口町（愛知県で初の支援条例、2000万円の寄付金を支援基金に）／●名古屋市（ＮＰＯ懇話会提言の具体化。ボランティア情報センター拡充計画など）／ｅｔｃ。（順不同）
　ＮＰＯの方向性と理念。―何をめざすのか。何を求めるのか。 ））　　ＮＰＯ法施行2周年記念　
●ＮＰＯのトップには、指導理念が問われます。組織戦略や向かうべき方向性を提案し身をもって体現実践することがトップリーダーの役割です。ＮＰＯ法が施行（1998年12月施行）されて2年、ＮＰＯ法の功罪や光と影が見えて来ました。そして、一方、行政からはＮＰＯ支援策が一気に拡大し、優遇税制の創設の議論が重ねられています。こうした状況を分析しながら、基本的な姿勢・今後の方向性を議論します。メイン講師には、今田忠さんを、そして毎回テーマに沿ってＮＰＯ代表をゲストに招き、対話型・討論型で構成します。5回シリーズです。ＮＰＯのトップリーダーのみなさんはぜひご参加下さい。行政の担当者の方々も熱烈歓迎します。
第1回　「ＮＰＯ法の功罪／光と影」　
１１月１５日（水）18：30～20：45　　会場：愛知県中小企業センター４Ｆ会議室
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊名古屋市中村区名駅4-4-39　名古屋駅から東へ徒歩2分。℡　052－561－4121

第２回　１１月２９日（水）　　　第３回　１２月６日（水）　　第４回　１２月１３日（水）　　第５回　１月１０日（水）　
＊　2～5回目の会場は同じ中小企業センターですが、7Ｆ第4会議室です。開始・終了時間は同じです。
· 2回目以降は、｢使命・機能｣「社会変革性」「公益性」などの各論をやります。
講師：今田忠（いまだまこと：日本生命財団企画調査部長、助成財団資料センター企画委員、ＮＰＯ研究フォーラム事務局長、笹川平和財団チーフプログラムオフィサー、阪神淡路コミュニティ基金代表などを経て、現在、市民社会研究所々長、愛知学泉大学コミュニティ政策学部講師。著書（共著）に「フィランソロピーの思想」「ＮＰＯ。起業･経営・ネットワーキング」や監訳「台頭する非営利セクター（Ｒ・サラモン著）」などがある。）
発言・コメント①：　NPO法人の事業報告・会計報告書類を閲覧して
●ＮＰＯ法人は、事業年度終了後3月以内に標記書類を作成し事務所に置くとともに所轄庁に提出しなければなりません。愛知県で11年度の書類を公認会計士補の方々とともに閲覧してきました。
①　提出期限内に出されたのは、７割程度。全国平均も同じです。現在はほぼ完了とか。
2 閲覧に来る人がいない。我々の前には１人あっただけ。「情報公開」に結びついていません。このままでは名ばかりの「公開」。インターネットにのせるなど実質的な「公開」が必要。
3 行政や助成財団・企業から、「金・資源」が結構入り始めている。そうした支援を受けている著名な団体で基礎的な不備が目立つ。／法定書類が無い／内容がわからない／不審なケースがある。要するに、「説明」が不足しており、これでは説明しようという意図が疑われます。
■「ＮＰＯは独立性が基本。行政は管理するな」という主張の根拠は「自己責任」ですが、そこに隘路が潜んでいるようにも思えます。12年度はさらに委託事業や補助金･助成金がたくさん入っているので、反省・見直しが必要です。「事業報告書／会計書類」、各県の様子は如何でしょうか。只今、愛知県以外も閲覧中です。
発言・コメント②：　ＮＰＯへの優遇税制の議論に関して
●各地でフォーラムが開催されている。実態調査なども終わり、内容的には骨格が固まりつつあり、政治状況も「創設」の方向です。●内容は、「（一定の公益性を持った）適格ＮＰＯ法人」という概念が出てきて、一般のＮＰＯ法人と区別し、ここを対象にした優遇税制が議論。●①どういう優遇内容か、②該当団体の規準は何か、③誰が判断するのか、が主要な論点。セットで論議しないといけないが、一番大事な論点は、②「どういう団体を対象とするのか、だれのための優遇税制か」。●ＮＰＯ法の立法精神には、小規模団体の活動促進がある。実態としても、圧倒的多数。こうした団体に適用しうる制度が必要。アメリカでは、年間5千ドル以下の団体は寄付金控除も適用され、草の根ＮＰＯを支援する制度がある。●制度の議論はややこしいが、ＮＰＯ自身が自らの課題と受け取り議論に参加し、本当にＮＰＯの発展に役立ち、社会変革に結びつくものにしたいものです。（急がないようにという意味です）
■追記：来年4月から、障害者に係わる社会福祉法人の資産要件が緩和（1000万円）され、小規模でも社会福祉法人になれます。こうした既存の公益法人制度を規制緩和することもNPOの発展にとって重要です。

　共通申込書　　ＮＰＯ連絡会宛にＦＡＸ・Ｅメール等で送信下さい。Ｆ：052-930-0701／Ｅ：VEC02315＠nifty．ｎe．jp
参加希望企画：　　　　月　　　日／企画名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
お名前：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所属団体　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
登録会員名（会員の場合）：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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